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研究成果の概要（和文）：　高齢社会のもたらす法的諸問題を、ドイツ法、特に、そこでの予防法学、２０１０
年の相続法改正を素材として調査・研究を行った。その重点は、生前処分と死後処分による遺産の承継である。
さらに、その中でも、ドイツ法での先取りした相続の制度について検討した。さらに、以上のような処分との関
係で最も問題となる法制度である遺留分制度に関しては、特に、予防法学との関連で研究対象とした。さらに、
そのような措置との連続性で、２０１０年から施行されているドイツの改正相続法のあり方、現在までの実務へ
の影響についても検討した。

研究成果の概要（英文）：   In the so-called aged society and especially in the economical highly 
developed countries like Japan   conveyance of estates (in the future) is accomplished very often 
not only through testaments but also through gift between the parents and their children (or their 
relatives) in the living time. The aim of this research is to examine some problems in Japan, which 
are arising in the aged society, in comparison with the discussion about such problems in Germany. 
Especially this research is concentrated upon Pflichteilsrecht and the succession law reform in the 
year 2010 in Germany.

研究分野：民法
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１．研究開始当初の背景 
 
 第２次世界大戦後に経済的成功を収めたい
わゆる先進国では、高齢社会の進行と相続財
産の増加が、相続慣行に大きな変化をもたら
している。すなわち、相続年齢の高齢化によ
る相続からの扶養の脱落、被相続人の職業に
従事しない期間の増加による自身の生活への
財産の活用がもたらす、死後処分のみならず
生前処分の盛行などである。その特徴は、包
括承継ではなく、事業承継などに見られる特
定の財産を特定の相続人に承継させる「特定
相続」、死後処分のみならず、生前処分の増加、
生前贈与と終身定期金・介護給付などが結び
ついた対価的相続（相続の有償化）の方向性
である。他方で、伝統的な血族相続を前提と
する家族関係は流動化、多様化しており、従
来の安定性を失っている。その結果、いずれ
の国でも、遺留分をめぐる法的紛争が増加し
ている。だから、以上のような高齢社会の相
続を考慮した上で、いわば個人化、有償化し
た相続と家族相続・親族相続との関係を考え
ることは、現代の重要な課題である。 
 
２．研究の目的 
 
 いわゆる先進国では、相続財産の増加、そ
れに伴う遺言慣行の普及などで、被相続人に
よる（将来の）遺産の処分が多く行われてい
る。しかも、その特徴は、相続の前倒しであ
る生前の財産処分、および、特定の財産を特
定の相続人に承継させる相続慣行の普及であ
る。いわば生前処分による相続財産の空洞化、
包括承継に代わる特定相続という傾向である。
このような問題を考える際に、相続に関する
予防法学が発展・普及し、２０１０年度の遺
留分を中心とする相続法の改正を行ったドイ
ツ法は、好個の材料を提供している。そこで、
本研究は、ドイツ法との比較で、特に、上記
の相続財産の空洞化、特定相続という現象に
主に焦点を当てて、わが国の問題を法政策
的・法技術的な観点から検討することを目的
とした。その重点として、以下のような目標
を設定した。 
① ドイツ法上の相続法上の制度を検討する

こと。特に、相続財産の信託的譲渡であ
る。 

② ドイツ法の公証実務が発展させた予防法
学上の措置、特に、障害者遺言と先取り
した相続（vorweggenommene Erbfolge）を
検討すること。 

③ 以上を側面支援する贈与・相続法上の問
題を検討すること。特に、贈与／相続税
法上の問題との関連である。 

④ 以上のようなドイツ法の特徴・傾向と、
２０１０年の相続法改正がどのように関
係しているのかという観点から、問題を
検討すること。 

 
３．研究の方法 

 
 以上の研究を行う上で、以下のようなアプ
ローチの方法をとった。 
① 財産法、相続法上の様々な法制度を、生

前処分、死後処分を含めた信託的な財産
承継という観点から、広く有機的に検討
する。 

② 主な検討対象として、わが国と比較すべ
きドイツ法に関して、できる限り社会実
態に即した形で、現実の機能を明らかに
する。 

③ ただし、検討対象の性格からも、法解釈
学上の分析の精密さに留意する。 

 
４．研究成果 
 
 本研究の研究成果は、本研究の本体に関す
るものと、それに付随する問題で、本研究の
遂行に不可欠な検討とに分かれると考える。 
本研究の本体に関するものとしては以下の

通りである。１９９０年代からドイツでは、
特に、遺留分制度の存在意義自体を疑問視す
る議論が盛んになっていた。その背景は、な
かんずく、親族連帯の弛緩と相続の個人化で
ある。その結果、２００２年には遺留分のみ
ならず、相続制度に関連するそれ以外の法制
度（扶養法、社会保障法、税法など）も含め
て、広い角度からドイツ法曹大会で血族連帯
のあり方が議論された。さらに、２００６年
に連邦憲法裁判所が、直系卑属（子）の遺留
分制度は合憲という判断を下してからは法改
正に向けての活動の進度が速まった。その結
果、第２次世界大戦後の非嫡出子の相続権の
改正に次ぐ相続法の改正がされることとなっ
た。ただし、その改正は大きなものではない。
２００２年のドイツ法曹大会での議決と極め
て近い内容の改正である（だから、一部には
不十分との批判もあった）。具体的には、①遺
留分剥奪自由の簡易化、現代化、②介護給付
を従来より極めて緩和された形で寄与分とし
て承認すること、③遺留分補充請求権の時効
期間は１０年だが、贈与から１年毎に１０％
ずつ漸減させるなどの法改正が実現した。他
方で、事業承継に関しては、上記の③は別と
して、④遺留分補充請求権に対する猶予期間
を設けたに止まり、主な部分は予防法学に委
ねている。以上の改正点では、特に、②が従
来のドイツ法との比較では画期的だと考える。
わが国でも、介護給付は寄与分として承認す
るという規定が置かれてはいるが、現実の裁
判例では極めて認められにくくなっている。
その理由は、家業従事型とは異なり、家族間
の介護給付は本来は無償であり、しかも、そ
の対価の算定基準が明確ではないからである。
他方で、ドイツでは介護保険法の立法で、現
物（サービス）給付以外に（わが国とは異な
り）金銭給付を承認した結果、介護給付の金
銭的評価の基準が一応は提示され、さらに、
「社会的労働」として金銭化が可能となった。
以上は、相続法が単に財産移転や被相続人の



意思の実現だけではなく、血族連帯の制度と
して組み込まれていることを示している。 
 今１つ、特に、わが国の債権法改正での贈
与法に関する議論として検討したのが、生前
贈与のあり方である。贈与は、「生前贈与」と
もいわれるように、「死後贈与」である遺贈と
その機能は類似している。つまり、相続の前
倒しである。ところが、ドイツでの先取りし
た相続の盛行とは違って、わが国では、主な
相続財産の前倒しの贈与はほとんど行われる
ことがなく、それをめぐる紛争は余り問題に
なることはない。債権法改正でも、贈与者の
困窮による贈与の取消などの規定の提案があ
ったが実現しなかった。その理由は、わが国
では例外的な措置（例えば、婚姻期間が長い
夫婦間での贈与に関する税控除措置など）は
別として、贈与税の率が相続税より極めて高
額なことである。その結果、生前の相続の前
倒しとしての贈与には抑制的な影響を与えて
いる。他方で、ドイツ法では、贈与税率と相
続税率が同じであり、しかも、贈与から１０
年が経過すれば、相続税と同率の税控除措置
が再度利用できる。その結果、税控除、およ
び、累進税率の低減を目的に、生前贈与が盛
んに行われることになる。今１つ、贈与者の
困窮による贈与の取消は、従来はドイツ法で
も問題とされることはなかった。ところが、
高齢社会で特に介護給付の増大により、一方
で係累に財産を生前に移転した上で、社会扶
助から介護費用を支弁する目的で、贈与が行
われることが多くなっている。その結果が、
社会扶助主体による贈与者の困窮を原因とす
る贈与の取消につながっている。他方で、わ
が国では、確かに、判例で問題となっている
贈与の取消の事案などでは、相続の前倒しの
ケースが多々見られる。しかし、それは限界
事例であり、しかも、上述した事情からも、
（意図的にそれを招来しているドイツ法の現
状とは異なって、）贈与者の困窮という事態は
まず発生することは希である。以上は、相続
のあり方が、相続法のみならず、相続を側面
支援する他の法制度によって左右されている
ことの証左だと考える。 
第２に、本研究の側面支援ともいうべき検

討としては、特に、遺産分割に関するわが国
の判例の動向、および、現在進行形の相続法
改正のあり方との関連で、一定の検討を行っ
た。具体的には、まず遺産共有と共有の併存
する場合の遺産分割のあり方に関する検討で
ある。すなわち、遺産分割の包括性を確保す
るためには、相続財産から共有持ち分が逸出
したときも、遺産分割手続きによることが合
目的的である。しかし、相続人以外の第三者
を遺産分割手続きに関与させることには、手
続上、技術的な側面だけではなく、その具体
化にも困難が伴う。しかし、現在は、共有物
分割の方法が、全面的価格賠償が認められる
など柔軟化しており、共有物分割の方法の変
化と対応して、共有物分割の中に遺産分割手
続きが組み込まれたようになっている。本研

究では、最高裁の決定（平成２５年１１月２
９日最高裁大２小法廷判決・民集６７巻８号
１７３６頁）との関係で、以上の事情を明ら
かにした。第２が、従来から問題となってい
た、可分債権、特に、預金債権の相続に関し
ての問題である。つまり、ここでも遺産分割
の包括性を考慮すれば、不分割が望ましい。
この問題にも判例は対処してきており、最高
裁の大法廷決定（最高大決平成２８年１２月
１９日）で、不分割の方針が示された（現在
進行形の相続法改正での提案は、これを追認
した内容となっている）。本研究では、ドイツ
法の現状を予防法学的措置も含めて明らかに
し、その上で、わが国での相続法の構造とも
関連した形で問題点を明らかにしたと考えて
いる。 
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